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食の安全を守り  都市農業の振興を
 農地や
  水田の保全を　
高橋　農地や水田を
減少させないために
市が買い取ることも
含め格別の努力を。
市長　市内の農地は、
後継者不足による相
続時の売却などにより、この１０年間に約４割も減少しています。市がそれらの農地を買
い取ることは、現在の財政状況では、難しいものがあります。農業者自らが農地を保全し
耕作を続けていただくためにも、農業が産業として自立し、後継者にも魅力あるものとす
るための支援が必要と考えています。
　市は、平成１７年度から３年間に渡り、生産緑地地区の追加指定の申請を受けた結果、
平成１８年１月１日には、新たに約１万平方㍍の農地が生産緑地地区になりました。今後
２年間でも、追加指定面積が増加していくと予想しています。
高橋　生産緑地の拡大を図るためにも、厳しすぎる条件の改善を求めるべきではないか。
市長　指定の要件は、一筆あたり５００平方㍍以上の規模であり、適正な肥培管理が行わ
れ、持続的に営農ができる農地であることなどが、法律で規定されています。それらの法
定条件は最低限必要であると考えており、条件の緩和を求める考えはありません。
高橋　国の品目横断的経営安定対策は、日本の農地等の減少、食糧自給率の低下、輸入拡
大を招く。羽村市の都市農業を振興させるためにも、国に対し、農のあるべき姿の提言を
地域から、羽村市から、おこなうべきではないか。
市長　この対策は、食糧自給率の向上や農業の担い手の育成のための支援策であり、問題
はないと捉えており、国に対し、提言を行うことは考えていません。農業委員会では、東
京都農業会議を通じて、対象品目の拡充等について要望していると聞いています。

  羽村市３月議会で高橋みえ子議員は「食の安全を守り、都市農業

の振興を」の一般質問を行いました。要旨をお知らせします。

 地産地消で食の安全を守り、都市農業の振興を
高橋　学校給食と保育園における地場農産物の利用状況は。
市長　市では、農産物の地産地消の促進と地域農業の振興策の
一つとして、学校や保育園における地場農産物の利用について、
その促進を図っています。
　学校での利用状況は羽村・瑞穂地区学校給食組合に照会した
ところ、平成１７年４月から１８年１月まで「羽村市農業後継
者クラブ」、「瑞穂町農産物直売所」から、２１，３０３㎏を購
入しており、使用野菜の１２，１７％を占めています。
　保育園での利用状況は、公立保育園では全園で野菜類を「農
産物直売所」から購入しており、平成１６年度は３，０７６㎏
使用しており、公立保育園の野菜果物を購入する費用に占める
割合は１８．１％となっています。また、私立保育園でも１園
が地元の農家から野菜を購入していると聞いています。
高橋　市内の民間の保育園や給食産業等に地場農産物の利用を
働きかけてはどうか。
市長　農産物の販路拡大は、農業振興の大きな課題ですが、既
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日本　　　　　　 ４１
アメリカ　　　 １３２
カナダ　　　　 １５２
ドイツ　　　　　 ９７
イギリス　　　　 ７７
フランス　　　 １３９
オーストラリア   ２８
７日本の

穀物自給率は　　２８

写真　瑞穂、羽村、福生で街頭宣伝（１６日）

に生産者自身が販路拡大に努められており、市内や近隣のスーパーマーケットや、市内企
業への納入など行っていると聞いています。市としては、商工会や市内の食料関係団体な
ど、販路を拡大するための窓口を紹介するなど、側面からの支援を行っていきます。

品目横断的経営安定対策とは…
　価格保障を廃止、大規模農家に限り交付金を支払う制度が柱です。交付金を
支払う対象は、認定農業者が４㌶以上（北海道は１０㌶以上）、一定の条件を備
える集落営農は２０㌶以上などです。対象外の農家は作付けが難しくなります。
　担い手を減らして自給率向上はできません。
　農家や自治体関係者から「対象となる農家は、うちの集落では誰もいない」と
の批判、不安が続出し、３月議会では、「品目横断対策の中止」や「アメリカ産
牛肉の禁輸継続」「地産地消の推進」などを求める請願の採択が相次いでいます。

無料法律相談
5月 9日（火）午後1時半～
　コミュニティセンター2 階

＊要予約　市議団へ連絡を

出典：日本国勢図会
長期統計版　１９９７年

日時　4月23日午後1：30～
場所　瑞穂町箱根ヶ崎南会館
内容　前半基地調査・後半学習
調査案内・講師　池田吉人氏
主催  党西多摩青梅地区委員会
      　基地対策委員会
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